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この文書は、株式会社セブン銀行（以下、「当社」という。）による株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文

であり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘又はそれに類する行為のために作成されたものではありません。投資を行う際

は必ず当社が作成する「株式売出届出目論見書（及び訂正事項分）」をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うよ

うお願いいたします。「株式売出届出目論見書（及び訂正事項分）」は引受証券会社より入手することができます。 

本記者発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。当社普通株式は1933年米国証券法に従って登録

がなされたものでも、また今後登録がなされるものでもなく、1933年米国証券法に基づいて証券の登録を行う又は登録の免

除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことはできません。米国における証券の公募が行われる場

合には、1933年米国証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。その場合には、英文目論見書は当社又は売

出人より入手することができます。同文書には当社及びその経営陣に関する詳細な情報並びに当社の財務諸表が記載されま

す。なお、本件においては米国における証券の登録を行うことを予定しておりません。 
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自己株式の処分に係る株式売出し及び当社株主による株式売出しに関する 

取締役会決議のお知らせ 

 

 平成 20 年１月 22 日開催の当社取締役会において、当社普通株式株券のジャスダック証

券取引所への上場に伴う自己株式の処分に係る株式売出し及び当社株主による株式売出し

に関し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせ申し上げます。 

記 

１．自己株式の処分に係る株式売出しの件 

（１） 募 集 株 式 の 数  当社普通株式     53,350 株 

（２） 募集株式の払込金額  未定（平成 20 年２月７日開催予定の取締役会で決定する） 

（３） 払 込 期 日  平成 20 年２月 28 日（木曜日） 

（４） 処 分 方 法  売出価格での欧州及び米国を中心とする海外市場における売

出し（ただし、米国においては、1933 年米国証券法に基づく

ルール 144Ａに従った適格機関投資家に対する販売のみとす

る）とし、Nomura International plc、Morgan Stanley & Co. 

International plc、Citigroup Global Markets Limited、

Mitsubishi UFJ Securities International plc、Merrill Lynch

International（以下、「海外引受人」という）に全株式を引

受価額で総額個別買取引受させる。引受価額は売出価格と同時

に決定するものとし、引受価額が払込金額を下回る場合は、こ

の自己株式の処分に係る株式売出しを中止する。 
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（５） 売 出 価 格  未定（募集株式の払込金額決定後、募集株式の払込金額以上の

価格で仮条件を提示し、当該仮条件における需要状況等を勘案

した上で、平成 20 年２月 21 日に決定する） 

（６） 申 込 株 数 単 位  １株 

（７） 株 券 受 渡 期 日  平成 20 年２月 29 日（金曜日） 

（８） 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして売出価格から

引受価額を差し引いた額の総額が海外引受人の手取金となる。

（９） 払 込 取 扱 場 所  株式会社セブン銀行本店 

（10） 前記各項のほか、自己株式の処分に係る株式売出しに関し、取締役会の決議を要する事

項は、今後の取締役会において決定する。 

（11） 下記２．の当社株主による株式売出しが中止となる場合、本自己株式の処分に係る株式
売出しも中止される。 
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２．当社株主による株式売出しの件 

（１） 売出人及び売出株式数  別紙１に記載のとおり。なお、売出株式数の内訳は、国内売

出株式数 291,400 株及び海外売出株式数 19,000 株の予定であ

るが、最終的な内訳は、上記総売出株式数の範囲内で、需要

状況を勘案の上、平成 20 年２月 21 日に決定することとし、

その決定については代表取締役社長安斎隆に一任する。 

（２） 売 出 方 法  国内及び海外における同時売出しとする。 

①国内売出し 

売出価格での一般向け売出しとし、別紙２に記載の第一種金

融商品取引業者を引受人（以下、「国内引受人」といい、海

外引受人とあわせて「引受人」という）として、全株式を引

受価額で総額連帯買取引受させる。 

②海外売出し 

売出価格での欧州及び米国を中心とする海外市場における売

出し（ただし、米国においては、1933 年米国証券法に基づく

ルール 144Ａに従った適格機関投資家に対する販売のみとす

る）とし、海外引受人に全株式を引受価額で総額個別買取引

受させる。 

（３） 売 出 価 格  未定（上記１．における売出価格と同一とする） 

（４） 申 込 期 間 （ 国 内 ） 

 

 平成 20 年２月 22 日（金曜日）から 

平成 20 年２月 27 日（水曜日）まで 

（５） 申 込 株 数 単 位  上記１．における申込株数単位と同一とする。 

（６） 株 券 受 渡 期 日  上記１．における株券受渡期日と同一とする。 

（７） 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして売出価格か

ら引受価額を差し引いた額の総額が引受人の手取金となる。

引受価額は、上記１．における募集株式の引受価額と同一と

なる。 
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（８） 前記各項のほか、当社株主による株式売出しに関し取締役会の決議を要する事項は、今

後の取締役会において決定する。 

（９） 前記各項のうち国内売出しに関するものについては、金融商品取引法による届出の効力

発生が条件となる。また、上記１．の自己株式の処分に係る株式売出しが中止となる場

合、本当社株主による株式売出しも中止される。 

 

３．オーバーアロットメントによる株式売出しの件 

（１） 売出人及び売出株式数  売出人 野村證券株式会社 

売出株式数 当社普通株式 10,000 株 

（売出株式数は上限を示したものであり、需要状況により減少

し、又は本オーバーアロットメントによる株式売出しそのもの

が中止される場合がある。なお、売出株式数は、需要状況を勘

案した上で、平成 20 年２月 21 日（売出価格決定日）に決定す

ることとし、その決定については代表取締役社長安斎隆に一任

する） 

（２） 売 出 方 法  国内における売出価格での一般向け売出しとする。 

（３） 売 出 価 格  未定（上記１．における発行価格と同一とする） 

（４） 申 込 期 間  上記２．における申込期間と同一とする。 

（５） 申 込 株 数 単 位  上記１．における申込株数単位と同一とする。 

（６） 株 券 受 渡 期 日  上記１．における株券受渡期日と同一とする。 

（７） 前記各項のほか、オーバーアロットメントによる株式売出しに関し取締役会の決議を要

する事項は、今後の取締役会において決定する。 

（８） 前記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生が条件となる。また、上記

１．の自己株式の処分に係る株式売出し及び上記２．の当社株主による株式売出しが中

止となる場合、本オーバーアロットメントによる株式売出しも中止される。 
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【ご参考】 

１．自己株式の処分に係る株式売出し及び当社株主による株式売出しの概要 

（１） 売 出 株 式 数  普通株式 自己株式処分に係る売出し     53,350 株 

 普通株式 当社株主による売出し      310,400 株 

（うち国内売出し        291,400 株 

      海外売出し            19,000 株） 

 

 

 オーバーアロットメントによる売出し   10,000 株（※）

（２） 需 要 の 申 告 期 間  平成 20 年２月 ８日（金曜日）から 

平成 20 年２月 20 日（水曜日）まで 

（３） 価 格 決 定 日  平成 20 年２月 21 日（木曜日） 

（売出価格は、自己株式の処分における募集株式の払込金

額以上の価格で、仮条件により需要状況等を勘案した上で

決定する） 

（４） 売 出 期 間 （ 国 内 ）  平成 20 年２月 22 日（金曜日）から 

平成 20 年２月 27 日（水曜日）まで 

（５） 自 己 株 式 払 込 期 日  平成 20 年２月 28 日（木曜日） 

（６） 株 券 受 渡 期 日  平成 20 年２月 29 日（金曜日） 

 
（※）上記のオーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受による国内売出しに伴

い、その需要状況を勘案し、野村證券株式会社が行う売出しであります。したがって、上記

のオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであ

り、需要状況により減少又は中止される場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによ

る売出しのために、野村證券株式会社が当社株主である株式会社日興コーディアルグループ（以下、

「貸株人」といいます）から借り入れる株式であります。これに関連して、野村證券株式会社は、

10,000 株を上限として、貸株人より追加的に当社株式を取得する権利（以下、「グリーンシ

ューオプション」といいます）を、平成 20 年３月 25 日を行使期限として付与される予定で

あります。 

また、野村證券株式会社は、平成 20 年２月 29 日から平成 20 年３月 19 日までの間、野村

證券株式会社、日興シティグループ証券株式会社及びモルガン・スタンレー証券株式会社（以

下、「共同主幹事会社」といいます）間で協議の上、貸株人から借り入れる株式の返却を目

的として、ジャスダック証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売

出株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下、「シンジケートカバー取引」といいま

す）を行う場合があります。 
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野村證券株式会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株

式数については、上記グリーンシューオプションを行使しない予定であります。また、シン

ジケートカバー取引期間内においても、共同主幹事会社間で協議の上、シンジケートカバー

取引を全く行わないか又はオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数に至らな

い株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 

２．今回の募集株式発行による発行済株式総数の推移 

現 在 の 発 行 済 株 式 総 数 1,220,000 株

公 募 に よ る 増 加 株 式 数 － 株

処 分 後 の 自 己 株 式 の 数 － 株

増 加 後 の 発 行 済 株 式 総 数 1,220,000 株

 

３．手取りの使途 

今回の自己株式処分による手取概算額 7,095,550 千円（＊１）については、その全額を

運転資金として現金自動預払機（以下、「ＡＴＭ」といいます）装填現金（＊２）に充当

する予定であります。 
＊１ 有価証券届出書提出時における想定発行価格 140,000 円を基礎として算出した見込額であります。 

＊２ 当社の主要な収益源は、セブン-イレブン等の店舗に設置したＡＴＭにおいて、提携先金融機関等のお客さま

に入出金・振込等のサービスを提供することの対価として当該提携先から受け取るＡＴＭ受入手数料であり

ます。このため、お客さまに仮払いするための現金をＡＴＭに装填しておく必要があり、この資金が「ＡＴ

Ｍ装填現金」であり、当社にとっては運転資金にあたります。 

 

４．株主への利益配分 

（１）利益配分の基本方針 

当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけており、

期末剰余金の配当については、株主への適正な利益還元の観点から、内部留保とのバ

ランスを勘案しつつ、現金による継続的な安定配当が実現できるよう努力することを

基本方針としております。 

（２）内部留保資金の使途 

内部留保の使途につきましては、今後のＡＴＭ装填現金増加への備えと研究開発費

用として投入していくこととしております。 

（３）今後の株主に対する利益配分の具体的増加策 

今後、配当性向について年間35％を目標として参ります。なお、当社は会社法第459条の規

定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定め、年１

回の配当の実施を目標としております。 
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（４）過去の３決算期間の配当状況 

 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 19 年３月期

１株当たり当期純利益 8,888.51 円 8,680.89 円 10,736.56 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 

（１株当たり中間配当金） 

－ 円 

（ － 円 ） 

－ 円 

（ － 円 ） 

5,000 円 

（ － 円 ） 

実 績 配 当 性 向 － ％ － ％ 46.57％ 

株主資本当期純利益率 － ％ － ％ 17.97％ 

株 主 資 本 配 当 率 － ％ － ％ 7.89％ 

（注） ① １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

② 株主資本当期純利益率は、当期純利益を株主資本（期首・期末の平均）で除し 

た数値であり、株主資本配当率は配当総額を期末の株主資本で除した数値であ

ります。 

③ 平成 19 年３月期より配当を開始しました。 

 

５．配分の基本方針 

販売に際しましては、株式会社ジャスダック証券取引所の株券上場審査基準で定める株主数基

準の充足、上場後の株式の流通性の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売

が行われることがあります。 

引受人及び委託販売先金融商品取引業者は、公平かつ公正な販売に努めることとし、各社で定

める配分に関する基本方針及び社内規程等に従い、販売を行う方針であります。配分に関する基

本方針については各社の店頭における表示又はホームページにおける表示等をご確認下さい。 

 

６．その他 

引受人は、当社の社員持株会に対して、引受人の買取引受による国内売出しに係る売

出株式数のうち、その合計 291,400 株の５％を上限として、一定の株式を販売する予定

であります。 

 

（注）「４．株主への利益配分」における今後の利益配分に係る部分は、一定の配当など

を約束するものでなく、予想に基づくものであります。 

 

以  上 
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別紙１ 
 

国内売出しにおける 
売出人の氏名又は名称 

住    所 売出株式数 

コーポレート・バリューアップ・ 
ファンド投資事業有限責任組合 
無限責任組合員 
パレス・キャピタル株式会社 

東京都千代田区霞ヶ関三丁目２番５号 55,400株

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 40,000株

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 15,000株

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 15,000株

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 15,000株

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 12,500株

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 10,000株

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 10,000株

株式会社日興コーディアル 
グループ 

東京都中央区日本橋兜町６番５号 10,000株

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 10,000株

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内一丁目６番５号 10,000株

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 10,000株

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 7,500株

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 7,500株

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 7,500株

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 7,500株

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 7,500株

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 5,000株

住友生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区城見一丁目４番35号 5,000株

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 5,000株

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 5,000株

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 5,000株
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東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 5,000株

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 5,000株

綜合警備保障株式会社 東京都港区元赤坂一丁目６番６号 5,000株

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,000株

合計 
26社 

 合計 

291,400株 

 
 

海外売出しにおける 
売出人の氏名又は名称 

住    所 売出株式数 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 19,000株

合計 
１社 

 合計 

19,000株 
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別紙２ 
 

国内引受人の氏名又は名称 住    所 
野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

日興シティグループ証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 

モルガン・スタンレー証券株式会社 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目４番１号 

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町７番12号 

静銀ティーエム証券株式会社 静岡県静岡市葵区追手町１番13号 

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号 

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 

極東証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７号 

水戸証券株式会社 東京都中央区日本橋二丁目３番10号 

合計 11社  
 
 


